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－ 午後１時 15分 開会 － 

 

１ 開会 

 

２ あいさつ 

本日は、お忙しい中、また悪天候の中お集まりいただきまして大変ありがとうございます。 

開会に先立ちまして、一言ごあいさつを申し上げます。  

昨年度は、保険料の料率の見直しがございましたので、７月、１０月、２月と３回医療懇談会

を開催させていただきました。 

ご議論いただきました、平成２８年度、２９年度の保険料率につきましては、診療報酬のマイ

ナス改定や、一人当たり医療費の伸びが当初より低かったことなどから、余剰金の利用あるいは

基金を取り崩すことによって、値上げを回避することが出来、前回と同様の料率で維持すること

が出来ました。御礼を申し上げます。 

現時点において、医療給付費の伸びは、まだほぼ想定の範囲に収まっておりますので予定通り

推移しているというふうに考えております。 

さて、現在、国の「社会保障審議会 医療保険部会」において、「高額療養費制度の見直し」

や、「後期高齢者の保険料軽減特例の見直し」につきまして議論が行われております。 

いずれも、いわゆる「骨太の方針」に、その方向性が盛り込まれているわけでありますが、平

成２７年１２月２４日に経済財政諮問会議で決定しました「経済・財政再生計画改革工程表」に

おきましても「世代間・世代内での負担の公平を図り、負担能力に応じた負担を求める観点から

の検討」ということで「高額療養費制度のあり方」、また「後期高齢者の窓口負担のあり方」な

どについての検討を定めております。 

窓口負担のあり方については、見直しの結論を平成３０年度末までとしております。 

まだこの議論は始まっておりませんが、国民健康保険の７０歳から７４歳までの窓口負担が現

在段階的に２割に移行しておりまして、平成３０年度末には完了することから、現在、原則１割

負担である後期高齢者も、いずれは、負担率の増加についての議論がなされるものと思っており

ます。 

「高額療養費の自己負担限度額」の見直しにつきましては、７０歳以上について、平成１８年

度以来見直しが行われておりませんので、「外来上限特例」や「現役並み所得者の負担のあり方」

などについてのこれらを中心に、議論が行われております。 

「後期高齢者の保険料軽減特例の見直し」につきましては、保険料の軽減措置が、２割軽減、

５割軽減、７割軽減と法律で定められていますが、制度開始時の激変緩和措置におきまして、７

割負担軽減を、さらに８．５割軽減、９割軽減を設けて低所得の被保険者の負担軽減を図ってお

りました。国保が最大で７割軽減であるなど、他保険との整合を取るため、原則の７割軽減に戻

す方向で現在検討が行われております。 

９割軽減の方が７割軽減に戻った場合は、年額で７，０００円の負担増に、８.５割軽減の方が

７割軽減に戻った場合には年額５，３００円の負担増ということになります。 

これらの被保険者の急激な負担増につきましては、保険料の滞納などにも結びつく可能性がご

ざいますので、当広域連合では、国に対して、急激な負担増とならないよう経過措置等を設ける

ようにと要望をしております。 
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軽減特例見直しにつきましての実施時期、実施方法については、現時点では未定でございます

が、近々、具体的な内容が明らかになるものと思います。 

さて、本日の懇談会の議題につきましてご説明をいたします。 

「懇談事項」は、４点ございます。 

初めに、当広域連合の現在の状況についてご説明をさせていただきます。 

２番目として、平成２７年度の新潟県後期高齢者の医療費についてご説明をさせていただきま

す。 

３番目として、保健事業実施計画(データヘルス計画)の実施状況につきましてご説明をいたし

ます。計画の中に盛り込んでおります年度目標に対しての実施状況をご報告したいと思います。 

４番目として、平成２８年度の健康診査推進計画と歯科健康診査推進計画についてご説明いた

します。これは、実施計画として毎年度策定しているものでありますが、この懇談会については

特に今までご報告はしておりません。しかしデータヘルス計画との関係が非常に深いことから、

今回ご報告させていただくものであります。 

以上４点をご報告し、ご意見を頂戴したいと思っております。 

また、「その他」といたしまして、今年度から、後期高齢者の医療費特性や地域偏差などを把

握し、予防・保健事業に反映するために、民間事業者に委託し、医療費分析を行います。この内

容について、ご報告させていただきます。 

以上となっておりますが、皆様方からは忌憚のないご意見を頂戴いただければ幸いでございま

す。 

本日は、どうぞよろしくお願い申し上げます。 

 

３ 委員紹介 

  続きまして、次第の３「委員の紹介」でございます。 

前回の会議以降に委員の交代がありましたので、私の方から紹介させていただきます。 

 

※事務局による委員及び事務局員の紹介 

 

それでは次第の４「懇談事項」に移らせていただきます。 

ここからの進行は、座長にお願いしたいと思います。 

 

４ 懇談事項 

（１） 広域連合の現在の状況について 

（２） 平成２７年度新潟県後期高齢者の医療費について 

 

座長 

しばらくでございました。先ほど事務局の挨拶にもございましたように、後期高齢者医療制度

を巡って政治も色々動いている状況の中で、本年度はこの懇談会 1回のみということでございま

す。本日様々な新潟県後期高齢者医療広域連合における現状につきまして４つほど議題があがっ

ておりますが、それぞれにつきまして活発なご議論等を伺いたいと思っております。よろしくお

願いいたします。 
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それでは、議題の（１）「広域連合の現在の状況について」でございますが、議題の（２）「平

成２７年度新潟県後期高齢者の医療費について」と関連がございますので、一緒にご報告を事務

局の方からお願いいたします。よろしくお願いします。 

 

※懇談事項（１）及び（２）について、事務局から説明を行う。 

 

座長  

ありがとうございました。ただ今、懇談事項（１）「広域連合の現在の状況について」と懇談

事項（２）「平成２７年度新潟県後期高齢者の医療費について」につきまして、まとめて事務局

の方からご報告をいただきました。懇談事項のご報告は一緒にお願いしたのですが、ご議論いた

だくためには一応順序だてて分けてご意見を頂戴したいと思います。 

それでは最初に懇談事項（１）「広域連合の現在の状況について」のご説明でございましたが、

これについて、最初にご質問がございましたらお願いしたいと思います。何かございますでしょ

うか。どなたかございませんか。 

 

委員 

  質問なのですが、均等割の保険料の収入を見ると段々落ち込んでいるみたいなのですが、今度、

８．５割軽減と９割軽減が廃止され、７割軽減になるとどの程度保険料の収入が増えるのでしょ

うか。単純な質問かもしれませんけれど、分かりますかね。見ているとだいぶ落ち込んでいるの

ですけれど、そこの軽減特例が廃止されるとどの程度。 

 

事務局 

  私の方から説明させていただきますが、保険料収入が落ち込んでいるというお話なのですけれ

ども、ここに載っているものは軽減特例後のものとなっておりますので、軽減特例が減ると保険

料が増えることとなります。 

 

事務局 

  今ほどのご質問なのですが、９割軽減を７割軽減とした場合、新潟県全体で４億円ほどの保険

料が増えます。それから８．５割軽減が７割軽減に戻された場合は、３億５千万円ほど増加する

見込みとなっております。ですから、合計で７億５千万円ほどが保険料としての収入が増えると

いうことになります。 

つまり、軽減をしていた分の補充を国がしていたものですから、それを軽減しないことになる

と国の負担が減るということとなります。 

 

座長 

  よろしゅうございますか。他にどなたかございますか。 

 

 委員 

  資料１－１「新潟県後期高齢者医療広域連合の現在の状況について」の２ページのところの

（３）の滞納繰越分で３４．２１％、これは金額については、あれかもしれませんけれど、具体
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的な対応というのはされておられるのでしょうか。 

 

座長 

  これは昨年度、私もご質問させていただいた部分でして、今ほど委員からのご質問がございま

したので関連してお伺いしたいのですが、新潟県におきましては、短期保険証の発行が全国の平

均のだいたい１０分の１くらい、つまり非常に少ないことになっておりまして、ということは滞

納者のほとんどが、保険証の返還をせずに医療給付は受けているのではないか。モラルハザード

が発生するのではないかということを伺って、できれば今年度そのご回答をいただきたいという

ふうにお願い申し上げましたので、委員のご質問に併せてご回答をいただきたいと思います。 

 

事務局 

  短期証につきましては、各市町村において、滞納者への電話催告や臨戸訪問ということで保険

料を納めていただけるように、積極的な取り組みを進めておるところですが、新潟県の収納率が

９９．６３％というところもございまして、短期証をお出しする方というのはやはり全国的に見

て少ないという状況になっております。 

  どうしても収納率が低くなりますと、短期証の交付率は高くなるというところがございますが、

今現在の新潟県のように全国で第２位くらいの収納率があれば短期証の交付割合はやはり低い

状況になっていくということとなります。 

 

 委員 

  座長から今お話のあった滞納者に対するモラルハザードではございませんけれど、特にペナル

ティ的なことは現段階ではないということですね。 

 

事務局 

  その点について私の方からお答えさせていただきます。保険証の返還といいますか、給付の制

限といいますか、それにつきましては国保の方ですでに制度は導入されているのですけれど、い

わゆる資格証と言われているものがあります。その資格証につきましては、後期高齢者の医療制

度につきましては、平成２１年１０月に国の方から「高齢者が必要な医療を受ける機会が損なわ

れることのないよう資格証は原則として交付しない」という基本的な方針が示されておりますの

で、全国の他の広域連合と同様に資格証を発行するという考えは持っておりません。 

  まずは短期証を発行し、今やらせていただいている半年間の短期証制度を十分活用させていた

だく中で滞納者との接触を図り、納付相談を実施するなどして、収納対策に努めていきたいと考

えております。以上になります。 

 

座長 

  よろしいですか。それでは私の方から重ねて恐縮ですが、短期証で対応すると仰っていながら

すべての滞納者へは短期証を発行しておられないですよね。そうしますと、短期証が発行されて

いない滞納者に対する対応はどうなさっているのだろうかと。また、もしお調べになっておられ

るのだったら、平均値で結構でございますが、何年分の滞納をどのくらいの期間なさっているの

だろうか。つまりは滞納をしてもなお、短期証が発行されないという現状のままでは、モラルハ
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ザードが発生しないはずはないと思うのですがいかがでしょうか。 

実はこの問題が社会保険の本来のあり方、根幹に関わる問題であり、収納率が高いからこうい

う滞納者を放置してもいいということは社会保険者としての本来のあり方からして極めて大き

な問題ではないかと思うのですが、実際はどのような対応をお取りになるつもりがあるのか、現

状をまずご説明いただきたい。 

その上で、今後はどのような対応をしていく必要があるとお考えか。 

実は昨年度もそういうお話をしたはずなのですが、その結果としてのご回答としては極めて物

足りないなというのが実感でございますが、いかがですか。 

お答えがご用意いただけない様でしたらまず、その他の保険者の、つまり地域保険、国保なり、

社会保険の協会保険なりでも、おそらく同じような問題を抱えておられるのでしょうから、ここ

でもしよろしければ協会健保で、あるいは健保組合で、あるいは国保でどのような対応をなさっ

ておられるのか他の委員の方々のご意見も伺いたいと思いますが。 

保険者側の委員としていかがですか。 

 

委員 

  私どもとしましては、基本的に加入者である被保険者はおるのですけれども、基本的に事業所

単位での加入になっております。ですから、保険料の滞納という部分では個人が滞納するという

ケースは基本的にはございません。ですが、稀に事業所自体が滞納するケースが実際ございます。

それについては、年金機構の方で年金保険料と健康保険料と併せて徴収していただいているとい

う状況でございます。 

  たしかに、新潟県の収納率的には、ここにあるような高い数字で事業所の保険料も収納はされ

ています。しかし、それが仮に事業所が滞納しておったとしても、保険証はもう事前に出ており

ますし、それを使えるというような状況で、それに対してのペナルティは実際には私どもの協会

健保ではございません。あとは事業所の滞納によって、当然、事業所に対し行政執行をしたり、

保険料の回収を年金機構の方で行っているという状況でございます。 

  あとは、会社退職後の任意継続、任意で２年間最大限入れる制度がありますけれど、保険料の

滞納がある期限までに入らない場合については資格が切れるというような取り組みというか仕

組みになっております。例えば、１０日までに納めなければもう１１日から資格がなくなるとい

うようなものです。これは基本的には任意ですから、個人で入るという仕組みになっていますの

で、そういう対応をして保険証は１１日以降については使えないというようなことでは、今の部

分に関係あるところはそういったところではないでしょうか。 

 

座長 

  被用者保険の方は事業主負担といいますか、その責任において事業者単位で管理・コントロー

ルされているので、おそらくそういう同じような問題は生じないと。国保はどのように対応して

おられるのでしょうか。もしよろしければご存知の範囲でお答えいただければと思います。 

 

 委員 

  県が直接徴収しているわけではないですけれど、指導監督する立場で把握している内容につい

て簡単に説明させていただきますが、この問題は非常に大きな問題でして、基本的な考え方とし
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ては差し押さえが可能な財産があればそちらを差し押さえるというかたちで徴収するのですけ

れど、もしそれが無い場合であっても、それぞれ資力に応じて分割で納付してもらうこととして

います。つまり一気に滞納の解消は困難なので、できる範囲で月々返済してもらうということで

ございます。 

  実際、課税といいますか、保険料の賦課はしたのだけれども状況によっては収入も、財産もな

いという人もいらっしゃいますので、必ずしも滞納を一気に解消するために、全ての家屋を差し

押さえるとかそういうことはしていないようです。 

また、結果的に月々分割で少しずつでも払っているという人も含めて滞納という取り扱いにな

るようなので、一律に全くほったらかしにしているということはおそらく広域連合さんでもない

のではないかと思われます。 

 

座長 

  資格証ないしは短期保険証の発行の比率は国保と比べてどのような状況でしょうか。 

 

 委員 

  国保の場合は基本的には各市町村において運営協議会というのがございまして、どういう方針

で対応していくかというのはそれぞれです。ですから、結果的に短期証を発行しない、資格証を

発行しないところもあれば、短期証、資格証をすぐ発行するというところもあって、逆にきつい

じゃないかとか、診療を受けられないじゃないかというクレームもあるようですが、それは個々

の保険者の方で対応をしているようです。 

  先ほどお話があったように医療を受けさせないというペナルティをかけるものではなくて、基

本的には対話によって、滞納が解消されるように窓口に来ていただくとかそういった手段として

の短期証というふうに厚生労働省が言っておりますので、できるだけ被保険者の方と窓口との接

点を作っていくということでそれぞれ保険者が対応を考えているようです。 

  なお、悪質なものも若干あるのでしょうけれど、その場合は当然のことながら財産等の差し押

さえ等を行っている事例もあります。 

 

 座長 

  ありがとうございました。おそらく実際に自治体では国保と後期高齢者医療の両方の賦課徴収

業務を同じ窓口で同じ担当者がおやりになっているため、その対応についてもおそらく新潟県内

の対応と全国の対応の違いというのは後期高齢者医療だけではなくて国保の方にもあるのかも

しれないというところでしょうか。 

ここで、昨年度も申し上げたのでございますが、この滞納者の実際の状況をカテゴリーに分類

したものをお示しいただけないでしょうか。つまり、軽減対象で本当に生活が苦しくて９割ない

しは８．５割軽減を受けている方でさえも実は残りの部分が払えないという方が本当に多いのか、

それとも本来ならば、全額払えるはずの方で、つまり軽減対象ではない方がむしろ滞納者の中で

占める比率が多いのか、この辺りの事も伺いたい。つまり、この滞納者というこのカテゴリーの

被保険者はいったいどういう方々なのか、そして短期保険証を発行する場合の基準はどのような

かたちで市町村は対応をしておられるのだろうか、それとも何らかのガイドラインが厚生労働省

から出ているのか、あるいは後期高齢者医療広域連合として何らかの方針をもってこの滞納者に
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対する対策を取ってこられたのだろうか、このあたりについて重ねてお伺いできればと思います。 

もしご用意いただけたのでしたらそのあたりの昨年度の私の質問の趣旨も含めてご回答をい

ただければと思います。 

 

 事務局 

  滞納者への対応につきましては、今ほど国保側の対応につきましてもご説明いただきましたが、

私どもの保険料の徴収事務につきましても、やはり市町村窓口から行っていただいておりまして、

まず基本的には新たな滞納者を作らない、それが非常に大事なことになりますから、早い段階で

の対応に努めるように対応いただいております。例えば、普通徴収者に対する口座振替の勧奨や

電話催告、臨戸訪問など市町村それぞれの実情に応じた取り組みを当然、後期高齢者医療の担当

だけではできないものですから、税の収納担当課と連携を密にして実施いただいております。 

  ただ、やはり滞納をされている方の中には、どうしても滞納常習者と言われている方々がおら

れます。当然ながらそういう方というのは、税金とか他の料金等で滞納があり、分割である一定

の金額を納めていただいても後期高齢者医療の保険料の方にまわる分が少ないということもあ

ります。私ども広域連合としましては、市町村にただ任せるのではなくて、毎年収納対策実施計

画を策定する中で市町村と連携しながら収納率の向上にあたっております。 

  ちなみに、昨年度、平成２７年度に財産の差し押さえ等を行った状況なのですけれど、合計し

まして１６７件、約１，９００万円の処分を行わせていただいております。そういうことで当然

財産等のある方に対しては差し押さえということで積極的に市町村の方から行っていただいて

おります。 

  それから、滞納者の所得の状況ということで、昨年ご指摘いただきましたのでその状況をご説

明させていただきます。平成２７年度の滞納者、資料１－１「新潟県後期高齢者医療広域連合の

現在の状況について」の（５）の平成２７年度合計しまして３，４１０人、これは延べ人数なの

ですけれど、こちらの方の対象者の滞納者の中でいわゆる所得割の軽減対象になられる所得が  

５８万円以下の方が２，６１４人とだいたい全体の４分の３を占めているような状況になってお

ります。それから、１００万円以下が２８６人、それから２００万円以下が２７１人、というよ

うな状況になっておりまして、あと高額となると７４７万円を超える方が１７人というような状

況になっております。 

 

 座長 

  軽減割合はどうなっているのか。それから所得割あるいは均等割の比率ももしお分かりになっ

たら教えていただきたいのですが。 

  つまり、金額ベースでお話いただいても実際のその所得なり資産なりの保有状況との相関関係

はこちらではイメージしにくいわけでございまして、実際にその人は本当に困っている人なのか、

それとも実際には租税や社会保険料負担を回避してもなおかつ、ペナルティがないから意図的に

払っておらず、何の痛痒も感じないという一種のモラルハザードにはまってしまっておられる方

なのか。そしてその方がどのくらいいるのかというのが一番気がかりなところで、社会保険制度

とは、そういう仕組みの中で果たして今後とも成り立っていくのかというのが一番大きな問題関

心でございます。その部分について、ご説明をいただきたいのですが。 
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 事務局 

  どの方がどの軽減対象になるかというのは、なかなか情報的に難しい部分もありますので、そ

れについては今のところ手持ちの資料としてはございません。 

 

 座長 

  昨年度も同じ質問をしたかと思いますので、来年度以降お調べいただきたい。 

実際にモラルハザードがあるんだったら、日本はこの社会保険制度というのが一番基礎となる

制度でございまして、これが壊れるとおそらくアメリカと同じような状況になりかねないと思っ

ておりますので、そのあたりを含めてやはり保険者としての責任なりあるいは権限の行使の有り

様みたいなものも含めてご検討いただきたいというのが私の質問の趣旨でございます。 

 

 事務局 

  こちらはシステム的にも色々と、情報を抽出しないとできない部分なので、なかなか数字を統

計的に掴むのは難しいので、また具体的に検討させていただきたいと思います。申し訳ないです

けれども。 

 

 座長 

  もし分かりましたらもう一つ。この滞納者はいったいどの地域の方なのか。もしかすると保険

者としての機能があまり強くない市町村があるのかもしれない、そういう偏りもあるのだったら

それも含めて教えていただきたいと思っておりますので、よろしくお願いします。 

 

 委員 

  座長。 

 

座長 

関連ですね。 

 

委員 

関連というか、私は全く間逆の意見なのですけれども、座長の危惧するところはよく分かるの

ですけれども、なぜ短期証の発行が少ないのかという先ほどのご説明の中で、滞納者自体が少な

いということ、要するに全国的に比較して少ないわけですよね。それと、具体的に年金額と滞納

者のお話もありましたけれども、最近高齢者の貧困というところも社会的に話題にもなっており

ますし、それなりの条件があるのだと思います。 

また、ご説明の中で、それなりに市町村でその方の生活状況を見ながら丁寧に対応をしていま

すというような説明があったので、中にはまさにモラルハザードの問題でそれこそ差し押さえも

しなくてはいけないような現状があるのではないでしょうか。それは現場の市町村も含めて皆さ

んやってくださっているのだと思います。 

だから、そういうかたちで社会保険がこぼれていくのは大きな問題であり、そのへんを危惧す

るところはあるのだけれども、市町村等が丁寧に対応していただいているということで、私はこ

の問題はよろしいのではないかと思います。 
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座長 

  委員相互で、おそらくそれぞれ意見があると思います。特に医療の供給サイドからみると、保

険診療ができないという方々が増えることはおそらく医療の診療報酬にも影響が出てくる。これ

も微妙なところでございまして、これを利害得失関係、保険者のあり方と被保険者のあり方、そ

して医療の供給サイドのあり方、それぞれの中でこの社会保険制度を維持していくためのモラル

ハザードを発生させない仕組みをどのようなかたちで整えていくかが重要だと思います。 

新潟県の場合はこの短期保険証の発行が全国平均の１０分の１近く低くなっている。これは全

国をお調べいただきたいのですが、これだけ低いというようなことだとおそらく委員のご指摘と

はちょっと違うと。つまり、新潟県は丁寧に対応をしているからと言うにしてはあまりにも累積

の滞納者の数も減っていない。これはどのように考えるべきかということについてはやはり全国

比較も含めて今後ご検討をいただきたいし、新潟県の対応が特殊なのか、あるいはそれぞれの広

域連合ごとに相当のばらつきがあるのか、このあたりについてどのような政策的な対応を今後取

っていくべきかということについてご検討をいただいた上で、包括的なかたちで次年度以降もし

よろしければご検討結果をご教示いただければと期待しております。 

 

 委員 

  １つ、よろしいですか。座長が仰っていただいたように、このモラルハザードの問題は、今、

ご指摘のように新潟県内はそう目立ったものがないのだろうと思いますけれども、やはり一番多

いのは都会なんですよね。私たち、全国組織なものですから、こういう行為がかなり強く大阪エ

リアとかそういうところでは出ているそうです。逆にそういう人が「いや、俺はもう払わなくて

すんでるよ」みたいな感覚で勝手に自己ＰＲする人も中にはいるそうです。だから、これを悪と

して捉えるというのは当然のことなのですが、そういう面でのモラルハザードをしっかりしない

と、善が駆逐されるようなかたちになっていると、これを今おまとめいただいたように、そうい

う考え方の中で今後広域連合が対応いただければよろしいかなと思っています。 

 

事務局 

  少し補足をさせていただきます。まず、なぜ新潟県が短期証の発行数が少ないかというか、比

率的に全国と比べて少ないのかというお話なのですけれども、先ほどお答えしましたように、収

納率が良いので滞納者の数が少ないというのがまず一番の理由になります。それから、全国的な

傾向をみても、やはり収納率が低いところは短期証の発行率は高いです。当然、全体の数が多い

ですから。そういう悪質な人も多いということなのでしょう。 

  それから、短期証をどういう人に出すかという要件といいますか、条件といいますか、それに

ついては全国的に統一された基準はありません。ですから、国民健康保険と同じように、それぞ

れの市町村あるいは広域連合で独自の考え方の中で対応をしているので、一律にうちが低いから、

よそは高いからどうだということは比較できない状況もあります。 

  それから、新潟県の場合、他の広域連合もそうなのでしょうけれど、やはり滞納者の中には国

保と同じように分割で納めていただいている方もいます。きちんと分割で納めていただければ、

短期証の発行者の対象にはなりませんが、滞納者の中にはカウントされます。けれど、短期証は

出ないという方になります。 
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新潟県の方は真面目という方も中にはいらっしゃいますから、当然そういう分割で納めて、市

町村の窓口で親切丁寧に対応をしていただく中で、分割に結びついているという方もたぶんたく

さんおられると思います。そういうような要件を色々加味した中で交付率が低い状況であるとい

うこともご理解いただければと思います。 

 

座長 

  このあたりを来年度で結構でございますので、もう少しデータをきちんと詰めて全国比較も併

せて、新潟県は、モラルハザードの拡大を図っているような、そういうポリシーの延長上の問題

が出ているわけではないのだということをきちんと説明していただけるような資料をご用意い

ただきたいと思います。 

ここで、これ以上データがない中で議論しても意味がないだろうと思いますので、この議題は

恐縮ですけれども、来年度の宿題として次の検討課題に移らせていただきたいと思います。 

  よろしゅうございますか。 

  それでは、時間の関係もございますので、先ほど事務局から詳細なご説明をいただきましたが、

懇談事項（２）「平成２７年度新潟県後期高齢者の医療費について」も実は同じような問題を考

えなくてはいけないのではないかと思っております。これについてもご意見・ご質問両方まとめ

て頂戴したいと思います。新潟県の医療費、そして収納率の話もございましたが医療費について

も全国で最も低い医療費支出で全国平均から２割くらい新潟県の後期高齢者の医療費は低いと、

こういうご報告をいただいております。歯科あるいは調剤等の比較においてもバランスを含めて

色々な問題が裏にはあるのだろうなと思うところがございますけれども、ご意見あるいはご質問

ございましょうか。 

 

 委員 

  資料１－１「新潟県後期高齢者医療広域連合の現在の状況について」の３ページの医療費を比

較している表がございますが、そちらの一人当たり医療費が平成２７年度では７５３，０９７円

ですよね。それに対して資料１－２「平成２７年度決算に係る事業概要説明」の３「一人当たり

医療給付費の推移」の平成２７年が６９５，２１０円となっておりますが、これは数字の出所が

違うのですか。 

 

 事務局 

  資料１－１「新潟県後期高齢者医療広域連合の現在の状況について」の（２）一人当たり医療

費ですが、これは医療費なので自己負担も含んだ医療費の全額を一人当たりにしている金額にな

ります。それから、資料１－２の３「一人当たり医療給付費の推移」につきましては、いわゆる

自己負担を除いた私たち保険者が給付している部分となります。その差が出ているというかたち

になります。 

 

座長 

  よろしゅうございますか。他にどなたかございませんか。委員、もしよろしければ後期高齢者

の医療費について全国で最低であるというところを含めて何かご意見ございませんか。 
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 委員 

  一応病院についてはご説明いただきましたので、具体的にそれを裏付けるデータというものが

ないと議論は難しい。今日のところは結構です。 

 

 座長 

  後ほど、その他のところで、医療費についてのデータ分析を今後民間委託するというお話が後

ほどご説明に出てまいります。そのときにまた改めてそれではご意見を伺いたいと思います。 

それでは、よろしゅうございますか。懇談事項（２）「平成２７年度新潟県後期高齢者の医療

費について」につきましては、ご意見はこれ以上お伺いしないということで、それでは懇談事項

（３）「保健事業実施計画（データヘルス計画）の実施状況について」に移らせていただきます。 

 

 （３）保健事業実施計画（データヘルス計画）の実施状況について 

 座長 

  保健事業実施計画（データヘルス計画）の実施状況についてということで、資料３につきまし

てご報告を事務局の方からお願いいたします。 

 

 ※懇談事項（３）について、事務局から説明を行う。 

 

座長 

はい、ありがとうございました。ただ今、事務局の方から懇談事項（３）「保健事業実施計画

（データヘルス計画）の実施状況について」ご報告をいただきました。この保健事業実施計画（デ

ータヘルス計画）についてご質問ないしはご意見ございませんか。 

 

 委員 

最後の薬剤併用禁忌防止事業の説明がございましたけれど、すでに関係機関に配布をしたとい

う説明ですが、私は見ていないように思います。個々の開業、診療所にも配布してあるのでしょ

うか。 

 

 事務局 

  先月、１０月なのですが、新潟県の薬剤師会さんの方にこの事業と関連しまして重複投薬の関

係の相談をさせていただいた際に、併用禁忌の一覧表を提示させていただいて、相談をさせてい

ただいたという経緯がございます。 

 

 委員 

それぞれの医療機関に配布したということではないのですね。 

 

事務局 

そうです。 

 

 委員 
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もう１点。国保連合会で各市町村、国保の方々にこのデータヘルス計画の助言をしたり、評価

方法について関係者がアドバイスをしておりまして、実は明日の午前中にも４つの関係市町村か

らそれぞれおいでいただいて、県立大学の先生や私も委員の１人なのですけれど、評価や事業内

容についてのアドバイスをしているものなのですが、するとこの保健事業実施計画とは同じもの

ではないのですね。別なのですよね。委託は各市町村に委託をしてこの事業は展開されるのです

か。 

 

事務局 

各保険者がデータヘルス計画の策定が義務付けられておりますので、市町村で作るデータヘル

ス計画につきましては市町村国保がデータヘルス計画を作っております。これに関しては先生方

のご指導をいただいているものと思います。 

私どもはまた一つの保険者でございますので、後期高齢者医療広域連合としてのデータヘルス

を作っておりますので、これについてはまた市町村の担当者と色々情報交換をさせていただくと

いうようなやり方で進めておりますので、別のものだということでよろしいかと思います。 

 

 委員 

ただ皆さんは現場に出るわけではないので、市町村に委託をしてということになりますよね。 

 そうすると市町村が取り組んでいるデータヘルス計画と更に後期高齢者広域連合から委託され

ている事業が絡んだかたちで動き出しているのは決して好ましくないですよね。 

 

 事務局 

双方、関連はあると思います。ただ、国保のデータヘルスに関しては７４歳までと年齢を区切

って対象を絞っておりまして、私どもは７５歳からということなので、同じような事業をやって

いても片や国保で評価するのと、後期高齢者医療で評価するのとでは少し違います。ただやはり、

市町村としてはこの中でも出てきますけれども、例えば、歯科健康診査の計画ですと通常であれ

ば７４歳までは生涯歯科健診や成人歯科健診ですか、そういうところで行くけれども、高齢者７

５歳以上は何なんだと、そういう制度がないではないかということがありますので、これはやは

り市町村の中で一環した取り組みをやっていただく必要がありますので、整合性は取るべきだと

いうふうには考えております。 

 

 委員 

介護保険の地域支援事業が市町村におりまして、現場の方々は大変な思いをして仕事をしてい

るのですよね。そういう中で、本当に現場の方々の苦労をよくご理解した上で、足並みをそろえ

て事業展開ができたらありがたいと思っておりますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

 

 委員 

先ほどの委員の併用禁忌の関係なのですが、私どもも見せていただいたのですが、例えば総合

感冒剤のところにアセトアミノフェンが頓服で出ていると併用禁忌で出てきています。もう一つ

は、例えば糖尿病でＳＵ剤とビグアナイドが併用されていると、それも禁忌ということで一覧に

出ているので、中身をもう少し精査して医師会の方にも相談しながらこの資料をもう一度作り直
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していただかないと、各医療機関はこんなことを言われたって診療なんかできないよという話に

なってしまいますので、その辺を精査していただきたいと私どもはご意見申し上げました。 

 

 事務局 

それで間違いございません。説明が足りませんでしたが、委員からご意見をいただき、今資料

を精査しておりますので、それらを見てまた関係機関とご相談して、どういうかたちで資料提供

をしていけばいいかなどご相談させていただきたいと思います。よろしくお願いします。 

 

 委員 

一つよろしいでしょうか。今の委員の関連になる、一緒なのですけれど、３番目の糖尿病性腎

症、私どもが携わっている活動の一環なのですけれど、これは各市町村行政にかなり任せておら

れますけれど、こういうデータが出てくるということは広域連合としてもかなり重視されて内容

を精査されておられるということでしょうか。あるいは、指導力をお持ちになって各市町村に対

応をされているのか、その辺はいかがでございましょうか。 

 

 委員 

新潟県の保健事業は幸いなことに大先輩の時代、昭和４０年代から県内統一方式で新潟県行政

も指導に入りまして、どこでも同じ基準で特定健診等をやっております。ここ２年くらい前から、

クレアチニンを評価してｅＧＦＲ（推算糸球体濾過量）を評価することが特定健診の中に可能に

なってきました。それと、尿たんぱく、尿潜血を併せまして、基準を作って問題のある方には精

密検査という対応で今年度健診がスタートしております。ただ、専門の腎臓の先生がそう多くは

ございませんので、抽出しましてもどういうかたちで精密検査にもっていくかが各市町村の対応

がまちまちな状況でございます。ただ、大変大事な取り組みでございますので、途中で頓挫した

りしないようにして続けていきたいと思っております。 

 

 委員 

  ありがとうございます。本当に委員から仰っていただいて、まだまだ市町村においては保健師

さんをはじめとして非常に遅れているっていいますかね、そういうのがドクターも勿論なのです

けれども、大学の先生が一生懸命ご尽力をいただいているけれども、市町村にまわってくるとな

かなかそこが上手くいっていないと。ただ、私がお聞きしたかったのはこれに関して各市町村行

政、保険課の方では対応いただいているのですけれど、これに広域連合として何かご意見を申し

上げたり、ご指導したりというのはいかがなのでしょうか。あるのでしょうか。 

 

 事務局 

  私どもの作っておりますデータヘルス計画の中でも糖尿病性腎症重症化予防事業については

事業の一つとして銘打ってあげておりますので、私どもとしては力を入れて取り組んでいくとこ

ろでございます。今、市町村の方に健康診査結果を利用した取り組みを市町村にお願いしている

ところですが、今後は私どもの方で医療費分析も行っていく予定でございますので、実際市町村

の方で保健指導をした方がその後、重症化していないかどうか追跡調査をすると共に、効果的な

保健指導をしている市町村があれば、その情報を他の市町村と情報共有したりして、私ども市町
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村の事業として情報提供なり効果測定なり色々協力し合ってやっていきたいと考えております。 

 

 委員 

  委員から言われたように、まだクレアチニンとかｅＧＦＲとかという言葉を聞いてもなかなか

ご高齢の方とかは理解されていないのですよね、実際問題。だから、このへんを広域連合がやる

のかあくまでも市町村行政でおやりになるのか、ある程度徹底しないとせっかく取り組んでいた

だいても本当に途中で切れていくような感じですのでぜひよろしくお願いしたいと思います。 

 

 座長 

  実は私自身は、今年から後期高齢者となりまして、後期高齢者１年生でございますけれども、

この健康診査事業については、どのように考えるべきかと思っております。実際にもう少し上の

世代の方はお受けになっておられるのだろうか。私自身は、被用者保険の被保険者時代には人間

ドックを受診しておりまして、そこから国保に移りましては２回ほど健診を受けてまいりました。

ただ、これで本当に実際の自分の健康維持のための情報提供として、きちんと管理されたデータ

として自分が読み取れるかといったら、読み取れないのですよね。おそらく、後期高齢者の方々

は特にそうだろうと思いますが、実は受診して結果を紙でもらっても、それによって自分の健康

状態を判断できない。例えば、委員は健康診断をお受けになってられますかね。それから、委員

も、後期高齢者の被保険者ご本人として健康診査事業というのはどのようにお考えになって、実

際に受診してられるのかどうかのご意見を伺えればと思いますが、いかがですか。 

 

 委員 

  私自身は受けていません。それと同時にこちらの資料を見ますと、ここまで細かくやっておら

れるということを初めて知りました。しかし、実際こう出ていますけれど、どこまで実施してい

るかということが疑わしいところも随分あるような感じもします。こういうものを徹底的に全体

の高齢者に対してやっていただければ、大変参考になって良いのではないかと私は見ていますし、

非常に関心を持ちます。実際にこういうことをやっていただきたいということをお願いしたいの

と同時に、私にしてみると非常に参考になるような感じがいたします。 

また、先ほど盛んに出ていましたけれど保険料の滞納者ですね。そんな方がやはりおられるの

ですね。びっくりしました。ですが、これはやはり特に企業の方の中で経営不振とか色々あって

払えないという方も勿論おられると思うのですが、どうしても人間というのは色々な面でお医者

さんにかかったりする面が多いわけですから、保険料を滞納しているとかは、市町村の方でもう

一つ頑張っていただきたいなというところでございます。 

 

 座長 

  ありがとうございました。委員も一言お願いします。 

 

 委員 

  私は定期的に健康診断を受けております。それは目であり歯であり勿論身体全体なのですけれ

ど、これは個人の問題という考え方もあります。事業所なりあるいは行政とかで強制的にやるの

ではなくて自分の健康は自分で守るというのが基本だと思っておりますので、定期的にやってお
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ります。また、今回受けた１回だけのデータを見るのではなくて、３年とか５年とか自分がずっ

と受けてきた結果の流れを綴り、自分で管理しておくということを私はやっております。 

保険料の滞納の方も、皆さん一生懸命討議していただいたのですが、地域別のようなものがあ

るのか、個人の滞納はなくても事業所はあるというのはそういうものも関係しているのか、ある

いは職業に関係してくるのか色々考えました。色々入り混じりましたけれど以上です。 

 

 座長 

  ありがとうございました。よろしゅうございますか。 

 

 委員 

  確認したいことがあるのですが、データヘルス計画について、私どももここまでのきめ細かな

項目としては事業で取り組むことができません。特に、歯科健康診査事業がそうなのですけれど、

事業的にはできないので、実際やっておりません。しかし、健康診査事業の部分では、目的とし

ては健康診断のデータとかレセプトのデータを積み上げられて医療費の削減等に資すると思い

ますけれど、国保の健診データをあるいはレセプトのデータを広域連合さんの方へ引き継いで、

参考にしたり予防につなげ、医療費の削減に努めるとかそういった部分で活用するための、連携

についてはどの程度されているのか、あるいはされていないのであれば今後されるような予定が

あるか教えていただければと思います。私ども被用者保険では住所把握はできず、連携もできな

いわけですけれど、せっかく国保さんと広域連合さんでは新潟県内であれば、おそらく情報の共

有はできるのではないかなというふうに思いますので、ぜひとも連携をして、予防に取り組むと

いう姿勢を出していただいて、医療費の削減に努めていただきたいと思いまして発言させていた

だきました。以上です。 

 

 座長 

  ありがとうございました。後ほど、その他のところで事務局から医療や保健事業、あるいは介

護まで含めて新潟県後期高齢者医療広域連合として、独自にデータ解析を行う事業を民間に委託

したいというお話をいただくことになるかと思いますが、実は以前も、地域保険の方と社会保険

の方というのは性質なり構造なりというのが相当違うので、これを突合することもなかなか難し

いし、データそのもの自体の集積もいったいどうなっているのかよく分からないというようなお

話をいただきました。地域保険については、国保と広域連合の連携はどうなっているのだろうか

というお話がございましたけれど、事務局から一言お願いできますか。 

 

事務局 

  医療費分析の関係は後でご説明させていただきますが、医療の現場での活用ということでいえ

ば、実は今、佐渡市が厚労省の補助を受けて「ひまわりネットワーク」というネットワークを組

んでいます。これはどういうものかというと、各病院のレセプトではなくてカルテ情報と各国保、

後期から提供をうけた健診情報を、佐渡総合病院を中心として共有・管理し、それで介護あるい

は健診もしくは診療というところで共通のデータを活用するという試みを始めているところで

す。現状は後期の情報がまだ入っていないので、これから入れようというところなのですが、こ

ういう現場での健診の活用というのが、ずっと以前から旭川医大などでもやっていたのですけれ
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ど、やはりそういう試行的な現場利用というのが健診データも入れてということで、各保険者か

らのデータを集積したいと考えているようです。また、各市町村においても自分たちの市の健康

事業を各保険者からの情報と合わせたかたちで、高齢者あるいは市民の方々に健康指導を実施す

るということで、県内市町村からも我々の後期の健診データが欲しい、あるいはレセプトデータ

が欲しいということでデータの提供を求められております。これについては、私ども広域連合事

務局は市町村と一体で事業を進めておりますので、市町村にデータを提供し、共有しながら進め

ております。市町村においては当然、自分たちの市町村の国保のデータを持っておりますので、

国保と後期のレセプト情報、健診情報を合体して役に立てているということかと思います。 

 

 座長 

  ありがとうございました。ついでにと言いますか、社会保険では被用者保険の方はどうなって

いるのかということで、委員、もしよろしければ現状についてご報告いただければありがたいと

思います。特に、医療と保健、健診と、そして介護も含めてもしデータ共有化が進んでいて今こ

のレベルまできているということがご報告いただけるならば、そのあたりの現在の進捗状況をお

教えいただければと思います。 

 

 委員 

  当然私どもの方でもデータヘルス計画に取り組んでおりまして、健診のデータとレセプトデー

タを活用するというようなものも、考えてやっております。先月ようやく基本的な部分での医療

費のデータ分析というものが出来上がりました。私どもは今、国保で１６市が参加しております

が、そういったところにこれを持ってお邪魔して、いわゆる現役世代の状況をお示しし、地域ご

とのリスクや、医療費が高い部分の情報が出ておりますので、そういうことを訴えていきたいと

考えております。現在は平成２６年度分の情報までしか分析はされていないのですけれど、また

今後もこれをベースに平成２７年度で作ってというかたちで進めていきたいと考えております。

また、この広域連合のデータヘルス計画と同じような部分としましては、例えば糖尿病性腎症の

いわゆる重症化予防につきまして、ＨｂＡ１ｃの数値等によって全国一斉にある数値以上の方や、

ある数値以上でいてレセプト情報のない方に対して通知を出すというような取り組みを行って

います。それから、何ヶ月かしてまだ未受診の方については支部といいますか、新潟県なら新潟

県支部でアプローチをかけるというようなことはやっております。一例としてはそのようなとこ

ろでございます。 

 

 座長 

  二点ほど伺ってよろしゅうございますか。委員の方から健保組合の話がございましたが、協会

健保と健保組合での情報の共有関係はどのようになっているのかというのが一つと、それから先

ほど佐渡の話がございましたが、被用者保険の方では、保険者としての何か独自な取り組みをな

さっているようであれば補足でお願いします。 

 

 委員 

  健保組合なのですけれど、全国１，４００団体ありまして、その全てがデータヘルス第２期に

入るわけですけれども、第１期の計画については行政の指導に基づいて補足やフォローをしてい
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ただきながら作成いたしました。内容自体は様々であり、ここまで詳細に作成しているところも

あれば、内容を限定して作成しているところもあるということで、正直申し上げて全国統一した

話というのはできかねます。作成については、国の補助等もありませんので、各健保組合の財政

運営と人員、事務体制の関係から、全部を外部委託している組合もあれば、組合で努力をして作

成しているところもあります。外部委託で作成しているところというのは、全てがそうとは言い

切れませんが、健保組合なり母体企業の方針がきちんと定まっておらず、委託業者が作った内容

に則ってやっているだけというようなところもございまして、本来の目的から外れたデータヘル

ス計画になっているところも無きにしも非ずというところです。ちなみに、私どもについて申し

上げれば、加入事業所ごとの特徴を、例えば健診の結果では高血圧なのだけれども、レセプト情

報がなく、即医療受診をしてもらわなくてはいけない人がいる。そういう分析まではできていま

す。ただ、実際に保健指導までにたどり着く、あるいはそういう医療受診しなければいけないよ

うな人をどうやってフォローしていくかというところで各健保組合はみんな悩んでいるところ

です。保健事業の予算についてはほとんど無い状態の中で、データヘルス計画を実施していると

いうようなことで、ご質問のお答えにはなっていないかもしれませんが以上です。 

 

 座長 

  分かりました。結構でございます。健保組合と申しましても単独型と連合型と総合型、それぞ

れ事情や様々なバリエーション、あるいはそれぞれの支部組織も含めまして実態は相当なばらつ

きがあるのかもしれないというふうに私も思っておりました。なかなか大変だろうということは

推測しております。申し訳ございませんでした。 

 

 委員 

  ご説明をいただいたのですけれども、裏面の方の重複投薬、ジェネリックの問題が出ておりま

すので一言お話をしておきたいと思います。ジェネリックに関しては、国は早い時期に普及 

８０％というところで、皆さん保険者の方々には通知されておりまして、私どもも窓口で一生懸

命お話をしています。それなりに普及率は上がっているのではないかというふうに思っておりま

す。 

  それから、重複投薬の問題なのですけれど、本当に多い方は同じようなものが出ていまして、

お薬手帳を活用してお話はしているのですけれども、手帳を何個も持っていればそれはそれでお

しまいというようなものがあります。私どもも、この事業が出てきたときに何らかのお手伝いは

できないかというところで広域連合さんと話をしております。また、もう一つ残薬問題がありま

す。薬がだいぶ余っているというようなところにも重複の問題が出てきますので、その辺りをど

ういうかたちで情報共有して対応していければいいのかというところの話し合いをしています。

今後とも色々なかたちでお手伝いというか、それが私ども本来の仕事だと思っておりますのでぜ

ひ活用していただければと思っています。 

 

 （４）平成２８年度健康診査推進計画及び平成２８年度歯科健康診査推進計画について 

座長 

それでは恐縮でございますが、時間の関係もございますので、最後に残されました懇談事項

（４）「平成２８年度健康診査推進計画及び平成２８年度歯科健康診査推進計画について」を事
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務局の方からご報告をお願いいたします。 

 

 ※懇談事項（４）について、事務局から説明を行う。 

 

 座長 

  ありがとうございました。ただ今、事務局の方から懇談事項（４）「平成２８年度健康診査推

進計画及び平成２８年度歯科健康診査推進計画について」ご説明を頂戴しました。今まで懇談会

ではこの項目についてのご報告はなかったというご説明でございました。もし、その点に関連し

ましてご質問なりあるいはご意見ございましたら伺っておきたいと思いますが、いかがですか。 

 

 委員 

  歯科健診ということで少しよろしいでしょうか。今、８０２０（ハチマルニイマル）運動が功

を奏したのか分からないですけれど、高齢者でも自分の歯を保っている人が多くなってきていま

すし、歯があるほうが認知症予防になるとか健康寿命に役に立つとかという話もありますので、

本当に後期高齢者の歯科健診ができていてありがたいなと思っております。ただ、これを見ると

受診率が非常に少ないというのがありますので、色々取り組みをなさっていますけれども、でき

れば１１市町村ではなくてもっと多くの県内市町村に広げてほしいと思っております。 

  今、７５歳と８０歳の高齢の方に長寿歯科健診の案内ということで実施していると思います。

名前もなかなかいいかなと思いますので、ぜひ１１市町村だけではなくてもっともっと広めてい

ってほしいと思っておりますので、よろしくお願いいたします。 

 

 座長 

  事務局へのご要望としてよろしくお願いします。 

 

５ その他 

 

 座長 

  最後、５「その他」でございまして開会の挨拶にございましたように、来年度からのデータ分

析の民間委託についてお話を頂戴したいと思います。よろしくお願いいたします。 

 

 事務局 

  それでは、事務局からの報告というかたちで、「レセプトによる医療費データ分析」について、

ご説明いたします。 

国保データベース（ＫＤＢ）システムの運用が開始され、また、「保健事業実施計画（データ

ヘルス計画）」の計画策定・進行管理が全ての保険者に義務付けられたことなどから、当広域連

合では保有するレセプトによる医療費データあるいは健診データを分析し、保健・予防事業に活

用する必要性を痛感しておりました。 

そこで、医療費分析の方法やデータの活用方法について、学識経験者のご意見をいただきなが

ら進め方を検討することとし、平成２６年８月から、「高齢者医療研究会」を立ち上げました。 

この研究会には、ご専門の先生方と、国保連合会の担当課長様、またご担当者、当広域連合の
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事務局職員らにより、平成２８年６月までに５回の会合を持ち、議論を進めてまいりました。 

現在、最終的に、報告書を取りまとめていただいておるところですが、今後の医療費分析の目

的、方向性としては、１「新潟県の後期高齢者の一人当たり医療費が低い要因の探査」、２「地

域包括ケアシステムと医療との関連を健康寿命の観点から」、３「後期高齢者医療制度の将来展

望を終末期医療の視点から」ということで、以上の３点を中心として進めるよう提言をいただい

ております。 

また、これらの分析についてはＫＤＢシステムによる解析が、現段階において汎用性を有しな

いことから、新たにデータベースを構築し、分析専門の民間業者や学識経験者を活用することな

どについてもご提言をいただいたところです。民間業者については、現在、選定作業を進めてお

ります。 

この業務委託では、単に分析研究を進めるだけではなく、高齢者医療の現状をわかりやすく「見

える化」して、被保険者の皆様にご提供するとともに、「重複・頻回受診者」や「多剤・重複投

薬者」「低栄養状態者等フレイル状態者」への訪問・相談事業を展開するためのデータベースも

併せて構築いたします。 

この懇談会でも以前から話題になっておりましたように、「新潟県後期高齢者の一人当たり医

療費が全国一安いのはなぜか」という課題がありましたが、医療資源の観点や、介護保険事業と

の関係、また、高齢者の置かれている生活環境、生活習慣などからも分析し、疾病の傾向と地域

偏差と重ね合わせて分析してみたいと考えております。一人当たり医療費が全国一高い福岡県広

域連合でも、同様の取り組みを進めておりますので、将来的には両広域の分析結果を比較してみ

ますと、一番高いところと一番低いところでございますので、今後の医療費適正化や保健・予防

事業の進め方もより明確に出来るものと考えております。以上でございます。 

 

 座長 

  ありがとうございました。若干補足いたしますと、私も研究会の一員だったわけでございます

が、今、医療費のデータ分析で先行しておりますのが福岡県、それから、沖縄県と東京都が大学

との連携事業として始めているようでございます。これからの日本における医療費の負担を考え

ますと、いずれ団塊の世代が後期高齢者になるこの時代で、果たして今の医療保険制度、社会保

険制度は、その仕組みが維持できるのかどうかという瀬戸際に立っていると思います。それがゆ

えに、政治的にも色々な議論が行われており、その議論のベースになりうるようなデータという

ものが、どのようなかたちで抽出し、かつそれを分析し、実務に活かしていけるまでに仕立て上

げていくかが非常に重要な課題だと私は思っております。今後とも事務局の方で予算も含めて大

変なご負担をお願いすることになるかと思いますが、ご検討を進めていただけるように期待して

おるところでございます。 

  この点についてどなたかご意見・ご質問ございますか。 

 

委員 

  これは最終的には提言的なかたちで発表されるのでしょうか。 

 

 事務局 

  研究会のいわゆる結論、ご提言については、いただいた時点で私どものホームページ等で公表
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できればと思っていますので、医療懇談会の場でもご報告できればというふうに考えております。 

  また、今日は、ノーペーパーでご説明しましたが、事業の詳細が決まり次第またご報告させて

いただきたいと思っております。以上です。 

 

 委員 

  詳しい内容を拝見しないと具体的なお話はできかねますが、一つ目の目的として、一人当たり

医療費の低さの要因の分析をしたいということですよね。その要因の分析に当たって、医療関連

データだけで十分な分析ができるかということについて個人的にはやや疑問がないわけではあ

りません。資料２－１「平成２７年度新潟県後期高齢者の医療費について」のところで拝見した

例えば入院費が低いという観点で受診率の低さがあるというのは、抽象的な分析としてはそれで

理解できるのですけれども、根本的な要因としてはそもそもなぜ受診率が低いのかということを

分析せざるを得ないわけで、その分析に当たっては医療関連データだけでは残念ながら不十分か

なというように感じます。そのあたりも含めてその委員会の方でご検討されているとは思います

けれども、せっかくお金をかけるのであればなるべく丁寧な分析をしていただければというよう

に考えます。以上です。 

  

 座長 

  ありがとうございました。他にどなたかございますか。よろしゅうございますか。 

  それでは、それらのご報告をまた来年度以降伺えるということで、本日の医療懇談会はこれに

て全ての議題を終了させていただきます。長時間にわたりまして熱心なご討議どうもありがとう

ございました。 

 

 事務局 

  どうもありがとうございました。座長には、進行役を務めていただきましてありがとうござい

ました。また、委員の皆様、長時間におかれまして懇談をいただきありがとうございました。今

回頂戴いたしましたご意見などを参考に、こちらの方も事務を進めていきたいと考えております

ので、どうぞよろしくお願いいたします。 

本日は、誠にありがとうございました。 

以上をもちまして閉会させていただきます。 


